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第１ 総則 

１ 本書の位置づけ 

本要求水準書は、横浜市（以下「市」という。）が「横浜市北部汚泥資源化センター汚泥処

理・有効利用事業（以下、「本事業」という。）」の実施にあたって、「民間資金等の活用に

よる公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成11年法律第117号。以下「ＰＦＩ法」と

いう。）に基づき本事業を実施する者として選定された者（以下「PFI事業者」という。）に

要求する業務の水準を示すものである。 

 

２ 本要求水準の位置づけ 

 本要求水準は市が本事業に求める最低水準を規定するものである。 

応募者は要求水準として具体的な特記仕様のある内容についてはこれを遵守して提案を行う

こととし、要求水準として具体的な特記仕様が規定されていない内容については、積極的に創

意工夫を発揮した提案を行うものとする。提案の内容は以下に掲げる条件を満たすことが必要

となる。 

 

３ 事業概要 

本事業は、横浜市北部汚泥資源化センターにて生成される消化脱水汚泥、分離液脱水汚泥及

び外部受入脱水汚泥等を対象に、燃料及び改良土を製造するとともに、燃料製造物は燃料

（以下、「燃料化物」という。）として、改良土は土木資材として長期的、安定的に供給す

るものである。その際、既設汚泥焼却炉１・２号炉及び３号炉の解体撤去後、汚泥燃料化施

設（新設）、汚泥焼却炉新１号炉（新設）、改良土プラント（新設・解体）、灰輸送設備

（新設・解体）の設計・建設、管理運営、及び現施設汚泥焼却炉３・４号炉の新施設稼動ま

での管理運営（４号炉の休止後は管理のみ）、現施設汚泥焼却炉５号炉の管理運営、汚泥焼

却灰搬出設備（既設活用）及び灰輸送設備の管理運営をPFI事業者に委ねるものである。 

本事業の実施に当たっては、「横浜市中小企業振興基本条例」の趣旨に鑑み、地域活性化に

資することにも期待するものである。 

 

４ 事業期間（予定）及び業務内容 

本事業における PFI 事業者の事業期間（予定）及び業務内容は、表 1-4-1 及び図 1-4-1 に示

すとおりである。 

なお、既存施設については、各施設の運営開始前２ヶ月を引継ぎ期間とする。 
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業  務 期  間 

汚泥燃料化施設 

設計・解体(1,2号炉)・建設期間 平成28年 5月 ～ 平成31年 3月 

引渡し及び所有権移転期限 平成31年 3月 

管理運営期間 平成31年 4月 ～ 平成51年 3月 

汚泥焼却炉 
（新1号炉）[灰輸
送設備との接続を
含む] 

設計・解体(3号炉)・建設期間 平成31年 4月 ～ 平成34年 3月 

引渡し及び所有権移転期限 平成34年 3月 

管理運営期間 平成34年 4月 ～ 平成51年 3月 

改良土プラント 
[灰輸送設備を含
む] 

設計期間 平成28年 5月 ～ 平成29年 3月 

建設期間 平成29年 4月 ～ 平成31年 3月 

引渡し及び所有権移転期限 平成31年 3月 

管理運営期間 平成31年 4月 ～ 平成51年 3月 

解体（旧改良土プラント） 平成31年 

５号炉 管理運営期間 平成29年 4月 ～ 平成51年 3月 

４号炉 管理運営期間（休止後は管理のみ） 平成29年 4月 ～ 平成51年 3月 

３号炉 管理運営期間 平成29年 4月 ～ 平成31年 3月 

汚泥焼却灰 
搬出設備 

管理運営期間 平成29年 4月 ～ 平成51年 3月 

 

表 1-4-1 事業期間（予定）及び業務内容 

 

 
 

図 1-4-1 事業（予定）スケジュール 
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５ 事業場所等 

事業場所は、市が図1-5-1に示すとおり北部汚泥資源化センター・横浜改良土センター及び北

部第二水再生センター内に用地を確保し無償で提供する。また、進入出路は、同図に示すとおり

である。なお、敷地境界の詳細については、別紙2の2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-5-1 北部汚泥資源化センター・横浜改良土センター内事業場所、進入出路等 
 

既設改良土プラント 

進入出路
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６ ＰＦＩ事業者の業務範囲 

本事業におけるPFI事業者の業務範囲は、次のとおりである（図1-6-1参照）。 

(1) 設計段階 

ア 既設汚泥焼却炉１・２号炉及び３号炉の解体撤去、新設する汚泥燃料化施設、汚泥焼却

炉新１号炉及び付帯設備（以下、「新設施設」という）の整備に係る事前調査及びその関

連業務  

注 1：既設汚泥焼却炉１・２号炉及び３号炉の建屋 （汚泥貯留ピット、投入クレー

ン、ケーキホッパ、機械室他を設置）は既設活用する。 

既設建屋は無償で提供し、構造補強は行わないものとする。 

ただし、PFI事業者の計画する荷重条件が、現状を上回る場合はPFI事業者の責任及び

費用において、建設時の基準を満たす補強を行うものとする。 

イ 新設する改良土プラント施設（以下、「新設施設等」に含む）の整備、現改良土プラン

ト施設の解体撤去に係る事前調査及びその関連業務 

ウ 灰輸送設備の整備（以下、「新設施設等」に含む）に係る事前査及びその関連業務 

エ 設計業務及びその関連業務（許認可手続等） 

オ 各種申請に関する業務（社会資本整備総合交付金の申請手続支援含む） 

  

(2) 建設段階 

ア 既設汚泥焼却炉１・２号炉及び３号炉ならびに関連機器類の解体・撤去業務 

イ 現改良土プラント施設ならびに関連機器類の解体・撤去業務 

ウ 新改良土プラント用地のコンテナ移設業務 

エ 灰輸送設備ならびに関連機器類の解体・撤去業務 

オ 新設施設等の建築工事  

カ 新設施設等の土木工事 

キ 新設施設等の機械設備工事  

ク 新設施設等の電気設備工事 

ケ 新設施設等の工事監理  

コ 各種申請に関する業務（社会資本整備総合交付金の申請手続支援含む） 

サ 市への所有権移転業務 

シ その他本事業を実施する上で必要な工事及び業務 

  

(3) 管理運営段階（新設施設、改良土プラント施設及び現施設焼却炉３・４・５号炉、汚泥焼却

灰搬出設備、灰輸送設備） 

ア 保全管理業務 

イ 保守点検業務 

ウ 修繕業務 

エ 消化脱水汚泥及び分離液脱水汚泥等（以下「消化汚泥等」という。）の受入業務 
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オ 運転管理業務 

カ 物品等の調達管理業務 

キ 燃料化物の購入・販売及び運搬業務 

ク 燃料化物の有効利用業務 

ケ 焼却灰の購入、改良土の製造・販売業務 

コ  市等への連絡・報告業務  

サ  事業場所の清掃業務 （清掃範囲は、本事業対象施設内とする。） 

シ  副産物の引渡業務  

ス  本施設見学者の対応に関する協力  

セ  その他本事業を実施する上で必要な業務 

 

(4) 全段階 

ア 統括マネジメント業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-6-1 下水汚泥処理・有効利用事業における設計・建設及び管理運営 

にかかわるPFI事業者の業務範囲 

 

７ 市の業務範囲 

市の業務範囲は、次のとおりである。 

(1) 既存汚泥焼却炉及び改良土プラント施設の解体撤去に関する業務 

ア 既存汚泥焼却炉１・２・３号炉（付帯設備を含む）及び改良土プラント施設（付帯設備

を含む）の解体撤去に必要な各種手続き（市が実施すべきものに限る。） 

イ 業務実施状況の確認 

ウ その他これらを実施する上で必要な業務 

 

  

消化タンク 脱水機 

１・２号炉更新

３号炉更新

 新１号炉  

 ５ 号 炉  

有効利用施設

公共工事等 

セメント等

分離液貯留槽 脱水機 

外部受入脱水汚泥 

燃料化設備

改良土プラント 



6 

 

(2) 設計及び建設に関する業務 

ア 新設施設等にかかわる社会資本整備総合交付金手続 

イ 新設施設等の稼働に必要な許認可の取得及び届出の提出（市が取得又は提出すべきもの

に限る。） 

ウ 電力、上水、雑用水、汚水排水、都市ガス、消化汚泥等及び消化ガスにかかわる設備の

責任分界点（別紙３ 参照）までの設計並びに建設 

エ 業務実施状況の確認 

 

(3) 管理運営に関する業務 

ア 責任分界点までの消化汚泥等の供給 

イ 電力、上水、雑用水、汚水排水、都市ガス、消化汚泥、消化ガス等にかかわる設備の責

任分界点までの管理運営 

ウ 北部汚泥資源化センター管理運営業務と本事業の業務の調整 

エ 業務実施状況の確認 

オ その他これらを実施する上で必要な業務 

 

８ 適用法令及び適用基準 

本事業の実施にあたっては、既存施設解体撤去、設計、建設、管理運営、燃料化物の有効利

用等の各業務の提案内容に応じて関連する関係法令、条例、規則、要綱、指針等を遵守するも

のとする。 

また、適用法令、適用基準等は、既存施設解体撤去、設計、建設、管理運営、燃料化物の有

効利用等の各業務の開始時に最新のものを採用すること。 

なお、特に留意すべき関係法令等は次のとおり。 

(1) 法令 

・下水道法 

・水道法 

・消防法 

・建築基準法 

・都市計画法 

・土壌汚染対策法 

・環境基本法 

・地球温暖化対策の推進に関する法律 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・大気汚染防止法 

・水質汚濁防止法 

・悪臭防止法 

・騒音規制法 

・振動規制法 
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・ダイオキシン類対策特別措置法 

・電気事業法 

・建設工事にかかわる資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

・資源の有効な利用の促進に関する法律（リサイクル法） 

・建築士法 

・建設業法 

・地方自治法 

・労働基準法 

・労働安全衛生法 

・労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律 

・エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネルギー法） 

・会社法 

・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 

・道路法 

・道路運送法 

・個人情報の保護に関する法律 

・その他関連する法令等 

 

(2) 条例等 

・横浜市下水道条例 

・横浜市建築基準条例 

・横浜市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例 

・横浜市火災予防条例 

・横浜市生活環境の保全等に関する条例 

・横浜市環境の保全及び創造に関する基本条例 

・横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例 

・横浜市個人情報の保護に関する条例 

・横浜市の保有する情報の公開に関する条例 

・横浜市中小企業振興基本条例 

・その他関連する条例等 

 

９ 環境への配慮 

本事業の実施にあたっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガスの排出抑制に努めるととも

に、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の適正処理に努めること。 

また、「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」（平成12年法律第100号。グリ

ーン購入法）に基づく環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達に努めること。「環境への負荷

の低減に関する指針（事業所の配慮すべき事項）」（横浜市生活環境の保全等に関する条例

（平成14年12月横浜市条例第58号。））に基づき、環境への配慮に努めること。 
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「横浜市環境配慮指針」（平成23年6月策定）における事業別の配慮事項「10 開発行為に係

る事業」を参考に、環境保全について十分に配慮し、各種計画を策定すること。 

 

１０ 地域活性化への配慮 

本事業の実施にあたっては、「横浜市中小企業振興基本条例」の趣旨に鑑み、地域活性

化に資するよう努めること。 

 

 

第２ 既存汚泥焼却炉及び改良土プラント施設の解体撤去工事に関する事項 

１ 解体撤去工事にかかわる基本的な考え方 

既存汚泥焼却炉１・２・３号炉（付帯設備を含む）及び改良土プラント施設（付帯設備を含

む）の解体撤去工事に際しては、次に示す業務を関係法令、規則、諸通達を遵守し、安全かつ

適正に実施することはもとより、周辺環境に対しても十分に配慮して行うこととする。 

(1) 解体撤去施工者が行うべき申請手続き 

(2) 事前調査 

(3) 解体撤去 

(4) 解体物の処理・処分 

(5) その他本事業を実施する上で必要な業務 

 

２ 事前調査 

既存汚泥焼却炉１・２・３号炉（付帯設備を含む）及び改良土プラント施設（付帯設備を含

む）の解体撤去工事に必要な事前調査は、ダイオキシン類対策特別措置法、石綿障害予防規

則、大気汚染防止法、労働安全衛生法、横浜市生活環境の保全等に関する条例等の関係法令、

条例等に基づき、PFI事業者の責任及び費用において行うこと。 

 

３ 解体撤去工事に関する条件 

既存汚泥焼却炉１・２・３号炉（付帯設備を含む）及び改良土プラント施設（付帯設備を含

む）の解体撤去工事は、PFI事業者の責任及び費用において行うこと。 

(1) 解体撤去対象施設の立地条件等 

解体撤去対象の既存汚泥焼却炉１・２・３号炉（付帯設備を含む）及び改良土プラント施設

（付帯設備を含む）の立地条件等は、「第３－２」に示すとおりである。 

また、周辺に位置する稼動施設の管理運営に支障を来すことがないように留意する。 

なお、「トラックスケール」は、撤去すること。 

 

(2) 解体撤去対象施設の概要 

解体撤去対象の施設概要は、次のとおりである。 
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ア 施設概要 

(ｱ) 既設汚泥焼却炉１号炉 

項目 内容 

型式 バブコック日立株式会社製 流動層炉 

基数・能力 １００ｔ／24ｈ×１基 

煙突仕様 構造：鋼板製架構式 

高さ：３０ｍ 

頂上口径：１．５ｍ 

除 塵 設 備 電気集塵装置 

脱水汚泥ピット容量 ４３０ｍ3 

灰バンカ容量 有効容量４５ｍ3×２基 

 

(ｲ) 既設汚泥焼却炉２号炉 

項目 内容 

型式 バブコック日立株式会社製 流動層炉 

基数・能力 １００ｔ／24ｈ×１基 

煙突仕様 構造：鋼板製架構式 

高さ：３０ｍ 

頂上口径：１．５ｍ 

除 塵 設 備 電気集塵装置 

脱水汚泥ピット容量 ４３０ｍ3 

灰バンカ容量 有効容量４５ｍ3×２基 

 

 

 (ｳ) 既設汚泥焼却炉３号炉 

項目 内容 

型式 三菱重工業株式会社製 流動焼却炉 

基数・能力 １５０ｔ／24ｈ×１基 

煙突仕様 構造：鋼板製架構式 

高さ：３０ｍ 

頂上口径：０．５３ｍ 

除 塵 設 備 バグフィルタ 

脱水汚泥ピット容量 ４５０ｍ3 

灰バンカ容量 ４５ｍ3×２基 
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(ｴ) 現改良土プラント施設 

項目 内容 

当初施設 日本鋼管 平成元年稼動 ３０ｍ3/ｈｒ 

増設施設 横浜改良土センター 平成１６年稼動 ７０ｍ3/ｈｒ 

施設面積 ８,０００ｍ2 

製造能力 ７０ｍ3/ｈｒ （保証能力９１ｍ3/ｈｒ） 

稼動時間 ８時間/日（標準） 

ストック能力 ２０,０００ｍ3 

発生土 混合機投入最大径２００mm 

焼却灰添加量 ７０kg/ｍ3 

灰サイロ容量 １００ｍ3×２基 

 

イ ＰＣＢ汚染廃電気機器等及びアスベストを含む廃棄物 

 解体にともない発生するＰＣＢ汚染廃電気機器等については、市が指示する場所（北

部汚泥資源化センター内の保管庫）までの運搬はPFI事業者が行うが、保管及び処理は市

の負担と責任で行うこととする。また、アスベストを含む廃棄物については、PFI事業者

にて適正処理するものとする。その場合の費用負担は、入札公告時に提示を予定してい

る既設施設図面等により、発生が確認できる範囲をPFI事業者、それ以外を市の負担とす

る。 

 

ウ その他 

処理フローをはじめとする現有施設の図面は、別紙１に示すとおりである。 

なお、１・２・３号炉の管理棟及び脱水汚泥ピットは、現状にて事業期間を通じて無償

で提供する。また、市は、事業期中に建築物に関する工事等（耐震診断、耐震補強工事

等）の発注をすることがあるが、その際にPFI事業者は工事等に協力することとする。 

 

(3) 環境保全に関する法令等の遵守 

大気汚染防止法、労働安全衛生法、横浜市生活環境の保全等に関する条例等の関係法令等

の基準等を遵守すること。 

 

(4) 撤去品有価物の取り扱い 

撤去品のうち有価物については、PFI事業者が買い取ることとする。 
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第３ 設計及び建設に関する事項 

１ 事前調査 

新設施設等の設計及び建設に必要な測量並びに地質調査等は、PFI事業者の責任及び費用に

おいて行うこと。 

 

２ 建設用地の立地条件等 

(1) 建設場所における用地の現況 

建設場所における用地の現況は、別紙２に基づくものとする。 

 

(2) 建設場所近辺の既存土質調査 

建設場所近辺の既存土質調査は、別紙２のとおりである。 

 

(3) 都市計画事項 

都市計画事項は、別紙２のとおりである。 

 

(4) その他留意事項 

ア 新設施設等の設計及び建設にあたっては、他施設等の管理運営に支障を来すことないよ

うに留意する。 

イ 場内への資機材搬入及び場外への解体物搬出における道路使用にあたっては、周辺住民

への影響に十分留意すること。 

 

３ 設計に関する事項 

(1) 基本的考え方 

PFI事業者が新設施設等の設計、建設及び管理運営を一貫して行う趣旨に鑑み、以下の条

件を満たすために必要な施設及び設備をPFI事業者の判断と責任において、特に以下の点に

ついて十分に配慮して設計を行うこと。 

ア ライフサイクルコストの縮減 

イ 環境負荷の低減 

ウ 新設施設等は管理運営期間中に大規模修繕を要しないこと。 

 

(2) 処理対象物 

北部汚泥資源化センターで発生する消化脱水汚泥、分離液脱水汚泥、濃縮し渣、外部受

入脱水汚泥、管組合ケーキ及び焼却灰とする。 

なお、排出時間は24時間連続を基本とする。 

外部受入脱水汚泥、管組合ケーキ及び焼却灰は市がトラック搬入するものとする。 

また、緊急時の汚泥トラック搬入を想定すること。 
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(3) 計画処理量 

日最大処理量（計画）は、表3-3-1より593ｔ／日とする。 

計画年間処理量は124,000ｔ/年（400ｔ/日×310日）とする。 

※分離液脱水汚泥、濃縮し渣、外部受入脱水汚泥、管組合ケーキ及び焼却灰を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-3-1 北部汚泥資源化センターの処理実績と計画 

なお、平成 24 年度から分離液汚泥脱水機が稼働し、日最大脱水ケーキ 520t/日、分離液脱

水ケーキ量 124t/日となっているが、脱水ケーキ量には分離液脱水ケーキ量が含まれ、平成

24年度の日最大焼却量512t/日には分離液脱水ケーキ量が含まれている。 

日最大焼却量は実際の施設が稼働している状況での焼却量である。焼却能力が限られてお

り、ケーキピットでの貯留等によりこの焼却量に抑えているのが現状である。 

 

 (4) 処理施設規模 

・燃料化施設：200ｔ/日  ・汚泥焼却炉新１号炉：200ｔ/日（既設５号焼却炉：200ｔ/日） 

・改良土プラント施設： 50ｍ3/hr程度とし、PFI事業者が設定する。 

 

(5) 計画年間稼働日数 

・燃料化施設：310日/年  ・汚泥焼却炉新１号炉：310日/年 

・改良土プラント施設： 250日/年程度とし、PFI事業者が設定する。 

 

 

 

 

 

 

H19 H20 H21 H22 H23 H24
日最大 m3/日 9,390 8,910 10,220 9,910 9,850 8,720 21,510
日平均 m3/日 8,040 8,020 8,080 8,210 7,780 7,420 -
汚泥濃度 ％ 1.6 1.8 1.7 1.7 1.7 1
日最大 m3/日 9,410 9,560 10,240 10,230 11,240 9,400 12,189
日平均 m3/日 8,680 8,590 8,700 9,140 8,800 8,330 -
汚泥濃度 ％ 1.7 1.7 1.7 1.6 1.6 1.5
日最大 m3/日 2,750 2,780 2,610 2,820 2,570 2,770 3,294
日平均 m3/日 2,140 2,180 2,000 1,980 1,900 1,840 -
汚泥濃度 ％ 5 5.1 5.3 5.1 5.3 5
日最大 m3/日 3,440 3,180 3,010 2,850 3,010 2,670 3,294
日平均 m3/日 2,390 2,310 2,220 2,250 2,130 1,980 -
汚泥濃度 ％ 2.8 2.9 2.9 2.8 2.9 3
日最大 t/日 511 456 478 452 542 520 474
日平均 t/日 335 340 335 324 333 296 -
汚泥濃度 ％ 19 19 19 19 18 19 20
日最大 t/日 - - - - - 124 -
日平均 t/日 - - - - - 47 -
汚泥濃度 ％ - - - - - 20 -
日最大 t/日 540 511 516 514 517 512 593
日平均 t/日 346 346 339 328 330 333 -

焼却灰 日平均 t/日 22.8 24.6 20 19.6 19.6 20.1 19

項目 単位 計画
実績

脱水
脱水

ケーキ量

分離液
脱水

脱水
ケーキ量

焼却
焼却量

受汚泥

遠心濃縮供給
汚泥

濃縮
汚泥量

濃縮

消化 消化汚泥量
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(6) 脱水汚泥性状 

脱水汚泥性状の実績は、表3-3-2、図3-3-1、図3-3-2 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-3-2 脱水汚泥性状の実績（平成21年度～平成25年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-3-1 脱水汚泥性状の実績（平成21年度～平成25年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-3-2 脱水汚泥性状の実績（平成25年度～平成26年度[12月迄]） 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期
4/19 12/3 4/19 12/3 9/15 1/31 5/16 1/17 4/19 12/3

総発熱量 kJ/kg 15,250 17,130 15,340 16,940 15,070 17,040 15,730 17,450 16,330 16,660
全硫黄 ％ 1.14 1.24 1.11 1.01 0.97 0.99 0.88 1.03 0.81 1.18
可燃性硫黄 ％ 1.13 1.19 1.02 0.82 0.73 0.79 0.71 0.88 0.67 1.03
水素 ％ 5.74 5.57 5.44 5.68 5.02 5.91 5.42 5.63 5.55 5.61
塩素 ％ 0.1 0.13 0.11 0.11 0.10 0.14 0.12 0.12 0.11 0.14
炭素 ％ 33.9 37.6 34.1 37.1 33.7 37.5 34.9 38.1 35.9 37.0
窒素 ％ 5.61 6.31 5.55 6.30 5.72 5.96 5.56 6.14 5.79 5.84
VTS ％ 70.7 73.7 71.1 85.4 68.4 73.7 69.4 75.3 71.1 72.6
水分 ％ 81.4 82.9 81.1 82.6 82.0 82.0 80.7 81.9 80.9 82.2
酸素 ％ 24.82 22.9 24.88 35.39 23.13 23.4 22.69 24.43 23.38 23.38
シアン ％ 0.5未満 0.6 0.5未満 4.9 0.5未満 1.8 1.5 1.9 1.7 2.2

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度平成２１年度

項　目 単位

平成２２年度

67.00
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69.00
70.00
71.00
72.00
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74.00
75.00
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77.00
78.00
79.00
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81.00
82.00
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84.00

H25.4.1 H25.7.2 H25.10.2 H26.1.2 H26.4.4 H26.7.5 H26.10.5 H27.1.5
脱水ケーキ

含水率

脱水ケーキ

ＶＴＳ

分離液脱水ケーキ

含水率

分離液脱水ケーキ
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脱水汚泥の含水率、ＶＴＳの範囲（標準値）を、図3-3-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-3-3 脱水汚泥の性状（標準値） 

標準値を逸脱する場合の責任分担は、PFI 事業者と市が本施設において最初に稼働する施

設の開始までに協議を行い定めることとする。 

 

(7) 燃料化物の発熱量及び性状 

燃料化物の発熱量及び性状は、下水汚泥固形燃料JIS規格(JIS Z7312）によるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 燃料化物の製造 

   燃料化物は、下水汚泥固形燃料JIS規格(JIS Z7312）に適合する有価物として製造しエン

ドユーザーに販売すること。また、販売量が確認できる計量設備を設けること。 
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(9) 改良土量及び性状 

 ア 改良土量 

改良土量の実績は、表3-3-4 に示すとおりである。 

計画生産量は、年間 90,000 ｍ3 を確保するものとし、PFI事業者が提案することとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-3-4 改良土量の実績 

 

イ 改良土の性状 

改良土の生産実績は、表3-3-5 に示すとおりである。 

改良土の配合・その他性状の範囲は 表3-3-6 に示す。 

平成２５年度実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-3-5 改良土の生産実績 
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 焼却灰添加量 

（kg/ｍ3） 

生石灰添加量 

（kg/ｍ3） 

ＣＢＲ 

（％） 

配 合 ４０以上 PFI事業者が設定 １５以上 

備 考 かつ全量 ―――― 基準値 

表3-3-6 改良土の配合 

 

(10) 改良土の製造 

   改良土の製造は、ＣＢＲ基準値を満足するとともに、焼却灰の有効利用を図りつつ、計

画生産量を確保し、公共事業のリサイクル推進に寄与するものであること。 

 

(11) 温室効果ガスの排出量 

本施設で脱水汚泥等１トンを処理するための温室効果ガスの排出量（燃料化物の化石燃

料代替利用削減分を含まず）は、年間平均値として151kg-CO2/ｔ-汚泥以下とし、極力抑制

することとする。 

 

(12) 環境保全に関する法令等の遵守 

横浜市生活環境の保全等に関する条例（平成１４年１２月２５日条例第５８号）を遵守す

るとともに、以下の条件を満たすこと。 

ア 騒音・振動 

北部汚泥資源化センターの敷地境界において、都市計画法で定める工業専用地域に適

用される規制基準を遵守すること。 

イ 大気汚染 

窒素酸化物、光化学オキシダント等の有機大気汚染物質に対して、本事業者は、適切

な対策を行うこととする。市が内規等で定める施設全体としての総量規制等がある場合

は、市より別途提示することとする。 

ウ 排水 

下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第９条の４及び第９条の５に定める水

質基準を遵守した状態で排水すること。 

 

(13) 新設施設等の耐震に関する条件 

ア 本事業で新しく建設する施設 

本事業で新しく建設する施設の耐震設計にあたっては、「下水道施設の耐震対策指針と

解説」（2014年版、(社)日本下水道協会）に準拠すること。 

イ 既設建屋等 

提供する既設建屋（現１・2・3号炉建屋）等を活用する場合は、耐震性能を考慮するこ

と。活用方法により耐震性能に問題が生じる場合は、構造補強等を実施すること。 
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(14) 使用材料及び機器 

ア 使用材料及び機器は、全てそれぞれの用途に適合する製品であること。 

イ 日本工業規格（ＪＩＳ）、電気規格調査会標準規格（ＪＥＣ）、日本電機工業会規格

（ＪＥＭ）等の規格品又はその相当品を使用すること。 

ウ 管理運営期間における新設施設等の機能及び性能を保持できること。 

 

(15) 仕様内容に関する事項 

新設施設等の設計及び建設にあたっては、関係法令等に基づき適用する基準、規程、規

格によること。 

 

(16) 機械設備（新設燃料化設備・焼却設備） 

本施設の機械設備は以下の機器で構成することを基本とするが、本施設の内容に応じて必

要又は不要と考えられる設備については、追加又は省略することも可能である。 

 

ア 消化汚泥等供給設備 

市から供給する消化汚泥等を燃料化設備へ供給するために消化汚泥等供給設備を設置

すること。なお、トラックにより消化汚泥等を搬入に対応可能な設備とする。 

(ｱ) 方式及び機器構成：提案による。 

(ｲ) 汚泥性状又は供給量の変動においても安定的に対応可能とすること。 

(ｳ) 定常及び非定常時の安全性（フェールセーフ機能、異常温度、粉塵爆発等）に万全

を期すこと。 

(ｴ) 災害発生時又は停電発生時等の非常時における安全対策を十分に考慮すること。 

(ｵ) 騒音、振動、消化汚泥等の飛散及び臭気拡散に対して対策を講じること。 

 

イ 燃料化・焼却設備 

消化汚泥等供給設備からの消化汚泥等を燃料化・焼却するための設備を設置するこ

と。 

(ｱ) 方式及び機器構成：提案による。 

(ｲ) 補助燃料：提案による。 

(ｴ) 汚泥性状又は供給量の変動においても安定的に対応可能とすること。 

(ｵ) 定常及び非定常時の安全性（フェールセーフ機能、異常温度、粉塵爆発等）に万全

を期すこと。 

(ｶ) 災害発生時又は停電発生時等の非常時における安全対策を十分に考慮すること。 

(ｷ) 騒音、振動、消化汚泥等又は燃料化物の飛散及び臭気拡散に対して対策を講じるこ

と。 
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ウ 燃料化物・焼却灰搬出設備 

燃料化物・焼却灰を貯留し、搬出するために貯留搬出設備を設置すること。 

(ｱ) 方式及び機器構成：提案による。 

(ｲ) 容量：燃料化物を必要期間貯留可能な容量とする。 

(ｳ) 汚泥性状又は供給量の変動においても安定的に対応可能とすること。 

(ｴ) 定常及び非定常時の安全性（フェールセーフ機能、異常温度等）に万全を期すこ

と。 

(ｵ) 災害発生時又は停電発生時等の非常時における安全対策を十分に考慮すること。 

(ｶ) 騒音、振動、燃料化物・焼却灰の飛散及び臭気拡散に対して対策を講じること。 

(ｷ) 燃料化物・焼却灰の特性、貯留容量、設備仕様等を十分に考慮した上で適正な対策

を行い、消防法等の関係法令に準拠した設備とすると。 

 

エ 排ガス処理設備 

燃料化・焼却設備から排出された排ガス等を浄化し大気へ放出・拡散を行うために、

排ガス処理設備を設置すること。なお、放出にあたっては、環境保全に関する法令等を

遵守すること。 

(ｱ) 方式及び機器構成：提案による。 

(ｲ) 容量：排ガスを浄化及び放出可能な容量とする。 

(ｳ) 汚泥性状又は供給量の変動においても安定的に対応可能とすること。 

(ｴ) 定常及び非定常時の安全性（フェールセーフ機能、異常温度等）に万全を期すこ

と。 

(ｵ) 災害発生時又は停電発生時等の非常時における安全対策を十分に考慮すること。 

(ｶ) 騒音、振動及び臭気拡散に対して対策を講じること。 

(ｷ) 煙突の高さは公害防止基準に示すＫ値により決定すること。 

 

オ 脱臭設備 

汚泥ピット棟内を含む本施設で発生する臭気を脱臭処理するために脱臭設備を設置す

ること。なお、定期修繕等で設備が停止している場合においても、脱臭処理が行えるよ

うにすること 

(ｱ) 方式及び機器構成：提案による。 

(ｲ) 容量：本施設で発生する臭気を処理可能な容量とする。 

(ｳ) 汚泥性状又は供給量の変動においても安定的に対応可能とすること。 

(ｴ) 災害発生等による非常停止時における安全対策を十分に考慮すること。 

(ｵ) 騒音、振動及び臭気拡散に対して対策を講じること。 

 

カ ユーティリティ設備 

本施設に必要なユーティリティを供給するために、「第３－４」の条件を踏まえたユ

ーティリティ設備を設置すること。 
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(ｱ) 方式及び機器構成：提案による。 

(ｲ) 容量：本施設に必要なユーティリティの容量とする。 

(ｳ) 汚泥性状又は供給量の変動においても安定的に対応可能とすること。 

(ｴ) 定常及び非定常時の安全性（フェールセーフ機能、緊急遮断等）に万全を期すこ

と。 

(ｵ) 災害発生等による非常停止時における安全対策を十分に考慮すること。 

(ｶ) 騒音、振動に対して対策を講じること。 

 

キ 配管設備 

設備等へ消化汚泥等、燃料化物、排ガス、ユーティリティ等を輸送するために配管設

備を設置すること。 

(ｱ) 方式及び機器構成：提案による。 

(ｲ) 容量：輸送対象物を安定的に輸送できる容量とする。 

(ｳ) 汚泥性状又は供給量の変動においても、輸送対象物又は粉じんなどが原因で管が閉

塞するなどの機能低下を招くことなく、安定的に輸送可能とすること。 

(ｴ) 災害発生等による非常停止時における安全対策を十分に考慮すること。 

(ｵ) 騒音、振動に対して対策を講じること。 

 

(17) 電気設備 

本事業の実施に必要な電力は、電気設備を建設して引き込みを行い、PFI事業者が供給者

と直接契約することを基本とする。やむを得ない理由により直接契約が困難な場合に限り、

市から電力供給を受けるものとする。 

 

ア 高圧受変電設備 

新設施設等の動力源として、受電設備（横浜市から電力供給を受ける場合は北部汚泥資源

化センター）から必要な電力のループ受電を行い、必要に応じて変圧した上で負荷設備等に

配電すること。 

(ｱ) 受電電圧：6.6kV 

(ｲ) 受電回線数：２回線 

(ｳ) 周波数：50Hz 

(ｴ) 力率：95％以上 

 

イ 非常用発電機 

買電停電等の非常時に施設を安全に停止するために、必要に応じ、非常用発電機を設

置すること。 
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ウ 特殊電源設備 

買電停電等の不慮の事態への対策等のために、新設施設等の運転に必要な制御電源、

計装電源等に電源を供給する特殊電源設備を設置すること。 

 

エ 負荷設備 

  新設施設等の各機器への電源供給及び運転操作を行うために、負荷設備を設置するこ

と。 

(ｱ) 制御盤方式 

コントロールセンタ方式又は動力制御盤方式 

(ｲ) 速度制御方式 

速度制御方式の選定は、制御の目的や経済性等を考慮して選定すること。なお、イ

ンバータ装置を使用する場合には、「高調波抑制対策ガイドライン」に基づく対策を

行うこと。 

(ｳ) 接地 

各種必要な接地極を設けること。なお、インバータ装置を使用する場合には専用接

地とすること。 

 

オ 監視制御設備 

新設施設等の集中監視制御のために必要なデータを集約処理し、監視及び操作を行う

ために監視制御設備を設置すること。 

 

カ 計装設備 

新設施設等の運転及び環境保全に関する基準等への適合のために必要な流量、濃度、

圧力、重量等の計測を行うために、計装設備を設置すること。 

(ｱ) 計装機器の選定 

同一又は同種の目的に対し多くの種類、形式がある計装機器に対しては、その計測

目的に合った物を選定すること。 

(ｲ) 環境条件 

設置場所が屋外となる場合には、建築基準法及び消防法により定められる避雷対策

並びに環境対策を十分に行い、信頼性、耐久性の高い機器を選定すること。 

(ｳ) 信号 

ノイズ等により正確な計測が阻害されない信号方式を採用すること。 

(ｴ) 電源 

基本的に特殊電源設備からの供給とすること。 
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(18) 土木関係 

新設施設等の建設にあたり、既存の杭を再利用する場合は、既存杭の健全度、鉛直支持

力、水平支持力等を調査確認するとともに、載荷試験等の試験を実施し管理運営期間を含め

て構造上問題がないことを確認すること。また、「第３－３．(13)」を遵守すること。 

(19) その他設備 

本事業を行う上でその他必要となる設備等がある場合には、これを設置すること。 

 

 

４ ユーティリティ等に関する条件 

(1) 電力 

本事業の実施に必要な電力は、電気設備を建設して引き込みを行い、PFI事業者が供給者

と直接契約することを基本とする。やむを得ない理由により直接契約が困難な場合に限り、

市から電力供給を受けるものとする。 

市から電力供給を受ける場合の取合条件等は、別途提示する。 

 

(2) 上水 

PFI事業者が供給者と直接契約することを基本とする。やむを得ない理由により直接契約

が困難な場合に限り、市から上水供給を受けるものとする。 

取合条件は供給者及び市と協議の上、決定する。 

 

(3) 雑用水 

PFI事業者は雑用水として、隣接する北部第二水再生センターの処理水及びろ過水を別紙

４別表4-1の量まで使用できる。PFI事業者がその雑用水を使用する場合は、別紙３に示した

範囲の境界にて分岐すること。その際に選定事業者は、計量装置を設けるものとする。取合

条件は、別紙４別表4-3に示すとおりとする。 

 

(4) 汚水排水 

新設施設等から発生する汚水排水は、別紙３に示した範囲の境界地点より、市が設置する

排水設備に返流する。その際にPFI事業者は、計量装置を設けるものとする。 

 

(5) 都市ガス 

PFI事業者が供給者と直接契約ことを基本とする。やむを得ない理由により直接契約が困

難な場合に限り、市から都市ガス供給を受けるものとする。 

取合条件は供給者及び市と協議の上、決定する。 

参考として、別紙２にガス管配管図を示す。 

 

(6) 消化汚泥等の供給 

消化汚泥等は、別紙３に示した範囲の境界地点で市がPFI事業者に供給する。 
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(7) 消化ガス 

消化ガスは、別紙３に示した範囲の境界地点で市がPFI事業者に次に示す条件で供給す

る。PFI事業者は、計量装置を設けるものとする。取合条件は別紙４別表4-3に、消化ガス成

分の実績は別紙４別表4-5に示す。 

・消化ガス月間平均供給予定量 ：20万Nm3／月（240万Nm3／年） 

・消化ガス価格 ： 都市ガス相当、別紙４に示す。 

※ 消化ガスは、平均供給予定量の範囲で、都市ガスに優先して使用すること。 

 

(8) 雨水排水 

雨水排水は、別紙３に示した範囲の境界地点にて排水する。 

 

(9) 監視制御システム 

監視制御システムは、独自の制御監視システムを設置する。ただし、設備の運転上必要と

思われる項目については、既存システムと信号等の授受を行う。 

 

(10) 薬品 

 必要な薬品は、PFI事業者が貯留施設を設置する。 

 

(11) その他燃料 

その他燃料を必要とする場合は、PFI事業者が設置する。 

 

(12) その他副産物 

    本事業において、副産物（有価としての扱いが不可能な規格外燃料化物等）が得られる場

合は市が処分を行うが、PFI事業者は搬出方法と処分先を提案するとともに、副産物の搬出

設備についてもPFI事業者の責任と費用で設置すること。 

 

(13) 通信手段 

新設施設等への通信手段として、電話の内線及び外線を各１回線以上、PFI事業者の負担

により設置する。 

 

 

５ 建設に関する条件 

(1) 建設の基本的考え方 

PFI事業者が新設施設等及び既存施設の管理運営までを一貫して行う趣旨に鑑み、選定事

業者の判断と責任において建設すること。建設においては、特に以下の点について十分に配

慮して建設すること。 

ア 地球環境の保全 
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イ リサイクルの推進 

ウ 既存施設、周辺施設の稼動 

 

(2) ユーティリティの費用 

建設時に必要とする電力、都市ガス、上水は、PFI事業者と供給者の直接契約を基本とす

る。 

雑用水は、別表4-2 に示すとおりとする。 

汚水排水は、市に支障がない必要最小限の範囲において無償で排水できるものとする。 

 

(3) 性能保証事項 

新設施設等の性能として以下に示す事項を保証するものとする。 

ア 「第３－３．(7)」の性状をもつ同(2)及び同(3)に示す燃料化対象物及び量を対象に実

施する燃料化 

イ 「第３－３．(7)」の性状をもつ同(2)及び同(3)に示す改良土化対象物及び量を対象に

実施する改良土化 

ウ 「第３－３．(11)」に示す温室効果ガスの排出量の抑制 

エ 「第３－３．(12)」に示す環境保全に関する法令等の基準等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大気汚染防止法については、下記のガス量、濃度等に関し既存施設以下となるような対策を

施すこと。 

 

(4) 試運転及び性能試験 

試運転及び性能試験は以下に示すものとし、新設施設等の引渡し前までに実施すること。 

ア 試運転 

試運転とは、新設施設等を構成する設備等が必要な機能を達成していることを確認す

るとともに、総合的な運転調整を行うものであり、次に定める要領により行うこと。 

 (ｱ)  PFI事業者は、試運転及び性能試験の要領を記載した試運転計画書及び性能試験

計画書を作成し、市の確認を受ける。市による確認後、試運転計画書に基づき、新設

施設等の試運転を開始する。なお、試運転は、「第３－５．(4)イ」に規定する性能

項  目 燃料化施設 新１号焼却炉 

排ガス量（湿り） 最大16,750 最大24,794 

ばいじん（ｇ／Ｎ㎥） 最大0.02 最大0.015 

いおう酸化物（容量比ppm） 最大５０ 最大５０ 

窒素酸化物（容量比ppm） 最大８０ 最大３２ 
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試験を含め、３か月以上は実施すること。 

(ｲ) 試運転及び性能試験に要するユーティリティ等の費用は、汚水排水を除き、全て

PFI事業者の負担とすること。 

(ｳ) 試運転期間中に必要な消化汚泥等は、試運転に必要な範囲において市が提供する。 

(ｴ) 試運転中の燃料化物、副産物及び試運転用に提供した消化汚泥等は、PFI事業者の

責任において適正に利用又は処分を行うこと。 

 

イ 性能試験 

性能試験とは、新設施設等が事業契約書及び要求水準書に記載の性能を満足すること

を確認するために行うものであり、次に定める要領により行う。 

(ｱ)  PFI事業者は、おのずからの費用負担により、性能試験計画書にしたがって、新設

施設等の性能試験を行う。 

(ｲ) 性能試験期間中に必要な消化汚泥等は、性能試験に必要な範囲において市が提供す

る。 

(ｳ)  PFI事業者は、計測項目のうち計測が可能なものについては系列ごとに実施しなけ

ればならない。 

(ｴ)  PFI事業者は、連続３日間以上の定格運転を実施し、新設施設等が有すべき製造能

力に見合う量の燃料化物を製造しなければならない。 

(ｵ) 性能保証事項に関する性能試験方法は、関係法令、規格等に準拠して行うこと。た

だし、該当する試験方法のない場合は、PFI事業者が最も適切な試験方法を策定し、

市から承諾を得た後、実施すること。 

(ｶ)  PFI事業者は、性能試験の一環として、非常停電、機器故障等新設施設等の運転時

に想定される重大事故について緊急作動試験を行い、新設施設等の機器の安全性を確

認することとする。 

(ｷ) 性能試験中の燃料化物及び副産物は、PFI事業者の責任において適正に利用又は処

分を行う。 

 

(5) 建設副産物の扱い 

新設施設等の建設に伴い副次的に得られる建設副産物（建設混合廃棄物、建設発生土等）

は、PFI事業者の責任と負担でリサイクル及び適正処分すること。 

 

 

６ 設計図書及び完成図書に関する条件 

PFI事業者は、設計及び建設の実施にあたって、以下に示す設計図書等を市に提出し、確認

を得なければならない。なお、提出図書は別紙５に示すとおりである。 

(1) 要求性能確認計画書 

(2) 要求性能確認報告書 

(3) 設計計画書 
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ア 設計工程表 

イ 施工工程表 

ウ 設計説明図書 

エ その他必要な書類 

 

(4) 設計図書 

ア 工事概要 

イ 機器一覧表（主要資材製造業者一覧表含む） 

ウ 機器及び主要材料製作仕様書並びに施工仕様書 

エ 各種設計計算書（構造部分強度計算書、配管損失計算書、性能計算書、容量計算書等） 

オ 安全保護装置の設定値説明書 

カ 全体平面図 

キ 機械設備の構造図、組立図、断面図、据付図、基礎図、主要組立て部品図、配管図、ア

イソメ図 

ク 電気設備の機器姿図、組立図、断面図、構造図及び盤内配置図（実装図） 

ケ 単線結線図及び三線結線図 

コ システム仕様書 

サ 展開接続図（制御ブロック図、フローシート等を含む） 

シ 系統図、配線図、据付け図、据付け基礎図、配管図及び機器配置図 

ス 主要内部機器配置図、詳細図及び結線図 

セ 機器及び主要資材の発熱量並びに重量一覧表 

ソ 関係法令等に基づく申請図書等（写し） 

タ その他必要な書類 

 

(5) 施工計画書 

ア 工事概要 

イ 施工方針 

ウ 職員構成 

エ 主要資材計画 

オ 工程管理計画 

カ 安全管理計画 

キ 品質管理計画 

ク 緊急時連絡体制 

ケ 建設業法に定める書類の写し 

コ その他必要な書類 

 

(6) 工事監理計画書 

ア 工事監理体制 
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イ 監理方法 

ウ 監理区分 

エ 試験計画書 

オ その他必要な書類 

 

(7) 工事監理報告書 

   ア 試験報告書 

   イ その他必要な書類 

 

(8) 出来高報告書 

出来高報告書は、設計建設期間の年度ごとに提出することとする。 

 

(9) 試運転計画書・性能試験計画書 

ア 試運転期間 

イ 試運転方法 

ウ 性能試験期間 

エ 性能試験方法 

 

(10) 試運転報告書・性能試験報告書 

 

(11) 完成図書 

ア 設備概要説明書（設計諸元、フローシート、主要図面、主要設備リスト等） 

イ 運転方法概要説明書 

ウ 保守管理説明書（給油リスト、日常点検、月点検、年点検、法定点検等の点検整備基準

説明書で構成） 

エ 全体配管系統図 

オ 取扱説明書 

カ 検査成績書（工場検査成績書等） 

キ 施工検査成績書、機器据付記録及び試運転成績書 

ク 工事写真台帳 

ケ 「第３－６．(4)」に記載した事項 

コ その他管理運営上必要となる書類及び図面 

(12) 完工届 

 

(13) その他市が必要とする書類 

 

 

 



27 

 

第４ 管理運営に関する事項 

PFI事業者は、表1-4-1 及び 図1-5-1 に示す事業範囲を対象に、管理運営を行うにあたり、

以下の事項を満足すること。 

 

１ 管理運営の基本的考え方及び方針の策定 

(1) 管理運営の基本的の考え方 

関連法令等を遵守し、管理運営期間を通じてPFI事業者の責任において、次の基本的考え

方を遵守すること。 

ア 適切な管理により施設の基本性能を発揮させ、適正に消化汚泥等を燃料化及び有効利用

すること。燃料・改良土等の単価は参考として、別紙４別表4-4に示す。 

イ 環境への負荷軽減に努めること。 

ウ 新設施設等及び既存施設の安全性を確保すること。 

エ 新設施設等及び既存施設を安定的に稼働させること。 

オ ライフサイクルコストを考慮し、効率的に管理運営を行うこと。 

カ PFI事業者の独自技術や創意工夫を活用すること。 

キ 省エネルギーに留意すること。 

ク Ｐ.Ｄ.Ｃ.Ａ.（Plan Do Check Action）サイクル等を導入して継続的な業務改善活動を

行うこと。 

 

(2) 管理運営基本方針の策定 

新設施設等及び既存施設の修繕業務等の維持管理の具体的内容とその方針を策定するこ

と。本事業における修繕業務等の項目は次表のとおりとする。 

なお、施設の機能を確保するため、管理運営期間にわたり必要な修繕等をPFI事業者の負

担により実施すること。 

区 分 概  要 

点 検 劣化又は異常の状態を調べること 

保 守 点検の結果に基づいて行う調整、交換、注油、清掃等の作業 

修 繕 管理運営期間を通じて施設の運転に支障のない状態にするための機能確

保にかかわる作業及び劣化の認められた部位を修復する作業 

 

２ 管理運営体制の条件 

(1) 運転管理体制 

PFI事業者は、新設施設等を確実に運転できる運転管理体制を確保し、情報連絡、応急処

置及び運転停止時においても確実に運転再開が可能となる運転管理体制を確立する。また、

提案するシステムに対し、関係法令に基づく資格免許を有する従事者を配置するとともに、

電気主任技術者は、PFI事業者が選任することとする。その他必要な作業主任者もPFI事業者

が選任すること。選任が必要な作業主任者の一例は以下に示すとおりである。なお、体制を

変更した場合は、速やかに市に報告すること。 
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ア 電気主任技術者 

イ 危険物取扱者 

ウ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 

エ ガス主任技術者 

オ 公害防止管理者 

カ ボイラー技士 

キ 特定化学物質作業主任者 

ク クレーン・デリック運転士 

 

(2) 維持管理体制 

PFI事業者は、新設施設等の修繕業務を確実に実施し、事故及び故障が発生しないよう維

持管理体制を確立すること。なお、体制を変更した場合は、速やかに市に報告すること。 

 

(3) 連絡体制 

PFI事業者は、平常時及び緊急時の市等への連絡体制を整備すること。なお、体制を変更

した場合は、速やかに市に報告すること。 

 

(4) 労働安全衛生管理 

ア PFI事業者は、労働安全衛生法関連法令に基づき、従事者の安全と健康を確保するため

に、事業範囲において必要な管理者、組織等の安全衛生管理体制を整備すること。なお、

体制を変更した場合は、速やかに市に報告すること。 

イ PFI事業者は、整備した安全衛生管理体制について本市に報告すること。 

ウ PFI事業者は、安全衛生管理体制に基づき、職場における労働者の安全と健康を確保す

るとともに、快適な職場環境の形成を促進すること。 

エ PFI事業者は、作業に必要な保護具、測定器等を整備し、従事者に使用させること。ま

た、保護具、測定器等は定期的に点検し、安全な状態が保てるようにしておくこと。 

オ PFI事業者は、本施設における標準的な安全作業の手順（安全作業マニュアル）を定

め、その励行に努め、作業行動の安全を図ること。 

カ 安全作業マニュアルは、施設の作業状況に応じて随時改善し、その周知徹底を図るこ

と。 

キ PFI事業者は、日常点検、定期点検等の実施において、労働安全衛生上、問題がある場

合は、本市と協議の上、施設の改善を行うこと。 

ク PFI事業者は、労働安全衛生法等関係法令に基づき、従事者に対して健康診断を実施の

有無について本市に報告すること。 

ケ PFI事業者は、従事者に対して、定期的に安全衛生教育を行うこと。 

コ PFI事業者は、安全確保に必要な訓練を定期的に行うこと。訓練の開催ついては、事前

に本市に連絡し、本市の参加について協議すること。 

サ PFI事業者は、場内の整理整頓及び清潔の保持に努め、施設の作業環境を常に良好に保

つこと。 
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(5) 従事者の報告と変更 

PFI事業者は、運営・維持管理に係る体制を予め市に提出し、報告するものとする。従事者

の変更が必要な場合は、事前に必要書類を添えて提出し、市に報告するものとする。必要書

類は、市とPFI事業者との協議によるものとする。 

 

(6) 緊急事態発生時の体制整備と対応 

ア PFI事業者は、災害時及び事故・故障の発生時等の緊急事態の発生に備え、前項の連絡

体制を整備するとともに、防災組織を整備すること。なお、体制を変更した場合は、速や

かに市に報告すること。 

イ PFI事業者は、緊急時における人身の安全確保、施設の安全停止、施設の復旧、市への

報告等の手順を定めた緊急対応マニュアルを作成すること。なお、当該緊急対応マニュア

ルは、必要に応じて随時改善することとする。 

ウ PFI事業者は、緊急事態が発生した場合は、緊急対応マニュアルに従った適切な対応を

行うとともに、市をはじめとする関係所轄官庁に連絡すること。 

エ PFI事業者は、緊急事態時の対応措置について、市に書面にて速やかに報告すること。

とくに、事故が発生した場合は、直ちに事故の発生状況、事故時の運転記録等を、市をは

じめ関係所轄官庁に報告するとともに、報告後、速やかに対応策等を記した事故報告書を

作成し市に提出すること。 

 

３ 管理運営の水準 

(1) 保全管理業務 

PFI事業者は、管理運営期間中、本施設の保有すべき性能を確保・維持するために、以下

の業務を行うこと。なお、対象設備等の停止による影響度、稼働率、保全費用、修繕費用等

を検討し、最適な保全方法を選択すること。 

 

ア 予防保全 

  停止した場合の影響度が大きい設備等には、稼働中における故障を防止し、機器の劣

化を抑え、更に故障率を下げるために予防保全を行うこと。 

 

イ 事後保全 

  予備機があり停止した場合の影響度が小さい設備等には、故障等の異常が発生してか

ら修繕等の対応を行う事後保全を行うこと。 

 

ウ 改良保全 

  設備等の点検及び修繕の短縮化や信頼性の向上等を目的として、改良保全を行うこ

と。 
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(2) 保守点検業務 

PFI事業者は、管理運営期間中、本施設の保有すべき性能を確保・維持するために、以下

の業務を行うこと。 

 

ア 日常点検 

  原則として１ 日１ 回以上巡回し、各設備の動作状況を確認するとともに、電流及び

振動の異常又は異音、漏洩等がないかも点検し、その結果について記録すること。 

 

イ 定期点検 

各設備の劣化又は摩耗具合、動作の状態、部品及び消耗品の交換等を行うために、計

画的に点検を行い、その結果について記録すること。 

 

ウ 臨時点検 

  日常点検や定期点検により、設備に不具合等が発見された場合には、臨時点検を実施

して、その原因の調査を行うこと。また、その結果については記録すること。 

 

エ 細密点検 

  メーカー等の専門点検業者による設備の分解点検を実施し、必要な器具、部品等を交

換すること。また、その結果については適切に保存を行うこと。 

 

オ 法定点検 

  関連法令等で点検が定められている設備については、関連法令等にとよる点検内容及

び周期に基づき、法定点検を行うこと。また、その結果については適切に保存を行うこ

と。 

 

カ 点検設備及び関連設備の清掃 

  定期点検を行った設備等に清掃を行い、設備の維持に努めること。 

 

(3) 電気設備の保守点検業務 

PFI事業者は、本施設に常時勤務する従業員の中から、電気事業法（昭和39年法律第170

号）第43条第１項に定める電気主任技術者を選任し、電気事業法等の関係法令、「第４－

４．(1)」に定めた電気工作物保安規程を遵守し、電気設備の保守点検を行なうこと。 

 

(4) 修繕業務 

PFI事業者は、本施設の設備に故障が発生した場合等において、正常な運転等を確保する

ために、必要に応じて以下の業務を行うこと。 

 

ア 計画的修繕 
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  点検結果等をもとに、設備の計画的な整備又は修繕を行い、突発的な故障を未然に防ぐ

こと。 

 

イ 突発的故障修繕 

  設備等に突発的な故障が発生した場合には、本施設の運転への影響が極力少ないように

対応するとともに、故障した設備等に修繕を行い、早期復旧に努めること。 

 

ウ その他必要な業務 

正常な運転を確保するためにその他必要となる業務がある場合には、これを行うこ

と。 

 

(5) 消化汚泥等の受入業務 

PFI事業者は、市が別紙３に示した施設用地の境界地点で「第３－３．(3)」の相当量供給

する消化汚泥等を、本施設又は汚泥ピットに遅滞なく受け入れるものとする。年間の受入日

数については、「第３－３．(3)」の条件を基本とし、必要に応じて市とPFI事業者で協議す

ることとする。受入時期については、本施設の定期点検期間等の稼働停止期間等を踏まえ、

事業年度ごとに事前に市と協議のうえ設定することとする。 

 

(6) 運転管理業務 

PFI事業者は、「第４－４．(1)」に定める管理運営業務実施計画書の運転管理計画に基づ

き、本施設及び関連機器類の運転状態の監視、各機器類の制御及び操作、各種情報の収集、

整理及び報告の業務を行うこと。また、稼働時間や運転情報等により本施設及び関連機器類

の状態を確認するとともに、異常の早期発見に努めなければならないこととする。 

 

(7) 物品等の調達管理業務 

PFI事業者は、「第４－４．(1)」に定める管理運営業務実施計画書の運転管理計画に基づ

く以下の物品等について、ユーティリティ等の調達計画（以下「ユーティリティ等調達計

画」という。）を作成し、当該計画に則った調達を行う。なお、調達に際しては、適切な品

質又は規格の物で、本施設の設備を劣化させない物とし、経済性も考慮すること。また、調

達した物品等は、安全に保管し適切に管理することとする。 

本施設への物品等の搬入は、緊急時を除いて、月曜日から金曜日の８：30から17：00とす

る。 

ア 「第４－４．(1)」に定めるユーティリティ等のうち本施設に必要な物 

イ 本施設の運転に必要な部品、消耗品、付属品等 

ウ その他本施設の管理運営に必要な物（事務用品、事務機器、雑貨類、機械器具、工具

類、計測機等） 
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(8) 燃料化物の購入・販売及び運搬業務 

下水汚泥由来の燃料化物を事業期間にわたり購入・販売及び運搬すること。前提とし

て、廃棄物ではなく「下水汚泥固形燃料JIS規格(JIS Z7312）」に適合した有価物として、

評価に値する品質を確保したうえで、購入・販売及び運搬すること。運搬は、燃料化物の特

性を踏まえ、周辺環境に影響を及ぼさない措置を講じること。 

北部汚泥資源化センターからの搬出時間は、緊急時を除いて、8：30から17：00に行うこ

ととする。 

 

(9) 燃料化物の有効利用業務 

    燃料化物を全量買取り、化石燃料の代替燃料として有効に利用すること。なお、市が燃料

化物の有効利用状況について確認を行う場合には、協力をすること。 

 

(10) 事業場所の清掃 

PFI事業者は、別紙２に示した施設用地の境界地点までの範囲を対象に事業年度ごとに清

掃計画を作成し、当該範囲内が清潔に保たれるように清掃を行うこと。特に、見学者等第

三者が立ち入る場所は、常に清潔な環境を維持すること。 

 

(11) 副産物の引渡業務 

    本事業で副産物（有価としての扱いが不可能な規格外燃料化物等）が得られる場合は、市

が処分を実施するが、PFI事業者は搬出方法と処分先を提案するとともに、副産物の運搬費

を含む適正処分費を負担すること。この場合、PFI事業者は、当該副産物を運搬車両に積み

込むまでを行うこと。 

 

(12) 本施設見学者の対応に関する協力 

市は、小学生のほか、随時市民等からの北部汚泥資源化センターの見学を受け入れている

ため、PFI事業者は次の事項を行う。 

ア 本施設における見学ルートの策定 

イ 説明に必要となるパンフレットの作成（年間1,000枚程度）及びパネル等の設置 

ウ 見学者受け入れ時の協力（事業場所内での案内、説明等、年間７０回程度） 

エ その他説明に有効な物の作成及び利用 

 

(13) 分析業務 

PFI事業者は、本施設が正常に運転していることの確認等のため、以下の分析業務を行う

こと。また、分析結果等は、市から提出の求めがあった場合にすみやかに報告できるよう

に、整理しておくこと。なお、市に提出する分析結果等には考察も記載すること。 

ア 横浜市生活環境の保全等に関する条例、環境への負荷の低減に関する指針、環境に関す

る協定等の環境保全に関する法令等に基づく分析 

イ 燃料化物の発熱量 
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ウ 本施設の運転指標として必要な情報を得るための分析 

 

(14) 防災及び防犯業務 

施設用地の立地条件を十分に勘案し、事業年度ごとに防災・防犯計画を作成し、防災機能

及び防犯機能を適切に確保する。また、災害や事故発生時には応急措置を行い、被害を最小

限に抑えるとともに、速やかに必要な連絡が取れる体制を整える。 

 

(15) 環境保全に関する基準等への適合 

管理運営期間中、横浜市生活環境の保全等に関する条例、環境への負荷の低減に関する指

針、環境に関する協定等の環境保全に関する法令等の基準等を遵守するよう点検、維持管理

を行い、基準等に適合しない場合は、是正等の措置を行う。 

 

(16) 安全衛生管理 

安全衛生管理には十分な注意を払い、作業環境の保全につとめ、安全かつ安定的に本事業

を継続すること。 

 

(17) 横浜市下水道ＢＣＰへの適合 

「横浜市下水道ＢＣＰ 第２版 平成26年9月」に即した事業継続体制を整備するとともに、

市の事業継続計画（ＢＣＰ）の改定等に当たってはこれに協力すること。 

 

(18) その他本事業を実施する上で必要な業務 

 

 

４ 管理運営業務実施計画等の策定 

PFI事業者は、本業務を実施するにあたって、管理運営業務等の内容を網羅した各種計画書

等を以下に示す時期に作成し、市の確認を得ること。なお、管理運営業務に関する提出図書

は、別紙５に示すとおりである。 

 

(1) 管理運営業務実施計画 

管理運営期間を通じた業務遂行に必要な以下の事項を記載した管理運営業務実施計画書を

作成し市へ提出すること。なお、提出の期限は、建設完了前の管理運営期間開始60日前まで

とする。 

 

ア 実施方針 

本施設を管理運営するための管理運営方針、業務毎の実施方針及びその概要等につい

て、PFI事業者の本事業に対する姿勢が把握できるよう記載すること。 
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イ 人員体制 

PFI事業者は、本施設の管理運営に対する総括責任者を定め、業務を遂行する上で必要

な組織及び体制（運転管理体制、維持管理体制、連絡体制、 安全衛生管理体制等、法的

資格者選任一覧、防火管理体制等）について、業務の分担体制、責任者の配置に関する

体制、従事者体制、緊急時体制等を業務ごとに具体的に記載すること。 

 

ウ 運転管理計画 

  本施設及び関連機器類の特徴を考慮した上で、運転計画、監視項目、管理指標、巡回

内容、巡回頻度及び状況に応じた対応方法等を具体的に記載すること。なお、本計画の

策定にあたっては、以下の項目に留意すること。 

(ｱ) 廃棄物でなく燃料として評価に値する品質の確保方法 

(ｲ) 各種ユーティリティ使用量を抑制した効率的な運転方法 

(ｳ) 本施設及び関連機器類への負担の少ない運転方法 

 

エ ユーティリティ等調達計画 

ウに定める運転管理計画に基づき、「第４－３．(7)」のアからウに示す物品等につい

て、適切な品質又は規格の物を、経済的に調達するように、調達方法、管理方法を具体

的に記載すること。 

 

オ 安全衛生管理計画 

事故、災害等を未然に防止し、安全に本業務を履行するための安全衛生管理にかかわる

作業基準、安全衛生に関する計画及び組織体制について、基準、要領、計画等を具体的

に記載すること。 

 

カ 保全管理・保守点検計画 

施設等の特徴を踏まえ、設備機器等が有している機能を適正に発揮させ、経済的かつ効

率的な保全管理及び保守点検を行うために必要な運転方法、管理指標、点検内容、点検

周期、点検記録方法等を具体的に記載すること。 

 

キ 施設管理計画 

施設等が適正に機能しているかを判断するために必要な、水質、汚泥等の試験等につい

て、施設等の特徴を踏まえた、試験項目、サンプリング方法、試験頻度、管理指標等を

具体的に記載すること。また、施設の適正な管理を行うために必要な実施内容、回数、

実施要領等を具体的に記載すること。 

 

ク 電気設備保守点検計画 

PFI事業者が選任する電気主任技術者のもとに電気工作物保安規定を定めるとともに、

設備機器等が有している機能を適正に発揮させ、経済的かつ効率的な電気設備の保守点
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検を行うために必要な管理指標、点検内容、点検周期、点検記録方法等を、具体的に記

載すること。 

 

ケ 修繕実施計画 

施設の特徴を踏まえ、突発的な故障の抑制、故障発生時の対応方法、修繕費用の低減及

び設備機器別の予防保全と事後保全の使い分けなどを具体的に記載すること。 

また、定期修繕の修繕時期、修繕内容、修繕回数を具体的に記載すること。 

 

コ 燃料化物の有効利用計画 

本施設で製造する燃料化物について、購入・販売計画、運搬方法、有効利用先、用途、

利用後の扱いについて、具体的に記載すること。 

 

サ 情報管理計画 

本要求水準書、関係法令等を遵守し、適切な情報管理を行うにあたり、作成する全ての

書類について、その書類名、記載する項目、内容等に関する計画として、様式、作成時

の留意点、提出・報告要領等を具体的に記載すること。更に、情報の管理方法（保管方

法及びセキュリティ）について、具体的に記載すること。 

 

シ 各種マニュアル 

PFI事業者は、本事業を安全かつ円滑に管理運営するにあたり、以下に示す各種マニュ

アルを策定すること。策定したマニュアルについては、管理運営の実施にあわせ随時改

善すること。 

(ｱ) 運転管理マニュアル 

(ｲ) 作業環境マニュアル 

(ｳ) 安全作業マニュアル 

(ｴ) 緊急時対応マニュアル 

(ｵ) 事故発生時対応マニュアル 

(ｶ) 見学者対応マニュアル 

 

ス 清掃計画 

施設用地の境界地点までの範囲における清掃について、清掃方法、清掃回数、管理指標

等を具体的に記載すること。 

 

セ 副産物の引渡業務計画 

副産物の発生量、搬出計画案、処分先案等を具体的に記載すること。 

 

ソ 防災・防犯計画 

施設用地の立地条件等を考慮し、防災機能及び防犯機能を適切に確保するための防災・
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防犯方法、巡回回数、管理指標等を具体的に記載すること。 

 

タ 関連法令等を踏まえた業務実施計画 

業務遂行するに当たり、法令等との関わりについて、どのような点に留意しなければい

いかを具体的に記載すること。 

 

チ その他本事業を実施する上で必要な実施計画 

 

 (2) 月間管理運営業務実施計画 

PFI事業者は、前月25日までに、翌月の月間管理運営業務実施計画書を市へ提出する。月

間管理運営業務実施計画書は、業務実施内容について日単位で把握できるように作成す

る。月間管理運営業務実施計画書には、以下の内容を記載する。 

ア 人員体制 

イ 月間ユーティリティ等調達計画 

ウ 月間運転管理計画 

エ 月間保全管理・保守点検計画 

オ 月間施設管理計画 

カ 月間燃料化物の有効利用業務計画 

キ 月間副産物の引渡業務計画 

ク その他当該月において実施予定の業務についての月間計画 

 

 (3) 年間管理運営業務実施計画 

PFI事業者は、翌事業年度開始30日前までに、１年間の年間管理運営業務実施計画書を市

へ提出する。主に年間を通じた基本的事項、スケジュールを把握できるように作成する。

年間管理運営業務実施計画書には、以下の内容を記載する。 

ア 人員体制 

イ ユーティリティ等調達計画 

ウ 運転管理計画 

エ 保全管理・保守点検計画 

オ 修繕実施計画 

カ 燃料化物の有効利用業務計画 

キ 清掃計画 

ク 副産物の引渡業務計画 

ケ 防災・防犯業務計画 

コ 建設完了前又は前年度から内容を変更した実施計画 

サ その他本事業を実施する上で必要な実施計画 
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(4) 各種計画書等の変更 

PFI事業者は、すでに提出した各種計画書等の内容を変更する必要が生じた場合、市に報告

を行うとともに、変更が生じた理由等を示した変更概要書と変更後の各種計画書等を提出

し、市の確認を得ること。なお、各種計画書等の変更により他施設等に影響がある場合に

は、市はPFI事業者と協議し、計画の修正を求めることができることとする。 

 

 

５ ＰＦＩ事業者が市に対して行う報告に関する事項 

(1) 業務報告書 

PFI事業者は、次に挙げる項目に対し業務報告書（日報、月報、年報）を作成し、管理運営

期間中、電子データ及び印刷物として保管するとともに、市に提出する。なお、日報には時

間別のデータ、月報には日別のデータ、年報には月別のデータを記載する。また、特別な事

情がない限り、日報は翌朝、月報は翌月10日、年報は翌事業年度開始30日後までを提出期限

とする。 

報告書には市が「横浜市中小企業振興基本条例」に従い議会への報告を行うために必要な個

別業務における発注状況が分かる情報（発注先の企業名、所在地、本社・支店等の別、発注

した工種・業務、金額など）について記載する。記載の範囲については、直接発注する業務

（１次業務）に加え、再発注する業務（２次業務）までを対象とする。なお、市が議会へ報

告する際は、企業ノウハウの保護の観点から配慮を行うものとする。 

なお、報告の様式等はPFI事業者の提案により定めるものを基本とするが、一部の様式は市

が指定する。 

 

ア 燃料化物に関する事項 

PFI事業者は、燃料化物の製造量、性状及び販売量を把握し、そのデータを記録する。 

 

イ 改良土に関する事項 

PFI事業者は、改良土の製造量、性状ならびに販売量を把握し、日単位のデータを記録す

る。 

 

ウ 消化汚泥等に関する事項 

PFI事業者は、消化汚泥等受入量を把握し、そのデータを記録する。 

なお、消化汚泥等の成分分析は選定事業者の提案とするが、成分分析を行った場合は結

果を市に報告するものとする。 

 

エ 電力使用量に関する事項 

PFI事業者は、電力使用量を把握し、そのデータを記録する。 
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オ 上水に関する事項 

PFI事業者は、上水利用量を把握し、そのデータを記録する。 

 

カ 雑用水に関する事項 

PFI事業者は、雑用水利用量を把握し、そのデータを記録する。 

 

キ 汚水排水に関する事項 

PFI事業者は、発生する汚水排水量を把握し、そのデータを記録する。 

 

ク 補助燃料に関する事項 

PFI事業者は、消化ガス以外の補助燃料の利用量を種類別に把握し、そのデータを記録す

る。 

 

ケ 薬品に関する事項 

PFI事業者は、本施設で薬品を使用する場合、その使用量を把握し、そのデータを記録す

る。 

 

コ 環境項目に関する事項 

PFI事業者は、排ガス中の窒素酸化物（ＮＯｘ）、酸素（Ｏ2）濃度等を連続して測定

し、データを記録する。 

 

サ 運転監視に関する事項 

PFI事業者は、本施設における各機器の運転時間等の運転監視に関する事項について、そ

のデータを記録する。 

 

シ 保守点検に関する報告 

PFI事業者は、保守点検のうち、毎日実施している事項については日報を作成し、翌朝ま

でに市に報告すること。 

 

ス その他市が必要とする事項 

PFI事業者は、薬品使用量等、市がほかに必要とする項目について把握し、日単位のデー

タを記録する。 

 

(2) 月間管理運営業務実施計画書に関する報告 

PFI事業者は、月間管理運営業務実施計画書を提出した各内容について、各計画に関する

実績等の報告書を作成し、翌月10日までに市に報告すること。 
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(3) 年間管理運営業務実施計画書に関する報告 

PFI事業者は、年間管理運営業務実施計画書を提出した各内容について、各計画に関する

実績等の報告書を作成し、翌事業年度開始30日後までに市に報告すること。ただし、月間管

理運営業務実施計画書及び報告書を市に提出している計画については、この限りではない。 

 

(4) 年間施設管理運営状況に関する報告 

PFI事業者は、当該年度における本施設の業務内容を総括した年間施設管理運営状況報告

書を作成し、翌事業年度開始30日後までに市に報告すること。 

 

(5)  財務に関する報告 

PFI事業者は、経営の健全性及び透明性を確保するために、会社法（平成17 年法律第86 

号）上要求される計算書類、事業報告、附属明細書、監査報告及び会計監査報告に加え、キ

ャッシュフロー計算書を、毎事業年度終了後３か月後までに市に提出すること。 

 

(6)  随時報告を行う事項 

 

ア 故障・事故に関する事項 

PFI事業者は、故障又は事故が発生した場合には、当該事項の発生日、内容、本施設へ

の影響、所見等を記載した故障報告書又は事故報告書を作成し、速やかに市に報告する

こと。 

 

イ 環境項目に関する事項 

PFI事業者は、排出ガス中の窒素酸化物（ＮＯｘ）、酸素（Ｏ２）濃度等を連続して測

定したデータを横浜市環境創造局環境管理課環境監視センターにテレメータシステムで

送信すること。 

 

ウ その他市が必要とする事項 

PFI事業者は、市が必要とする事項について、市に随時報告すること。 

 

 

６ 管理運営に関するその他の留意事項 

(1) ユーティリティ等 

運転管理に必要なユーティリティのうち、汚水排水は無償とする。電力、上水、都市ガス

は、PFI事業者が供給者と直接契約することを基本とし、やむを得ない理由により直接契約

が困難な場合に限り、市から供給を受けるものとする。消化ガス、雑用水は、有償（別紙４

別表4-2参照）とする。 

なお、雑用水については、処理水の使用を優先し、ろ過水の使用は極力抑えること。 
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その他、必要な物はPFI事業者の負担とする。 

 

(2) 燃料化・改良土工程において発生する残渣もしくは副産物 

燃料化・改良土工程において残渣もしくは副産物が発生する場合は、PFI事業者が極力資源

化を図ることとし、資源化ができないものは適正に処理するものとする。これらの残渣及び

副産物の取り扱いについては、あらかじめ市の確認を得ること。 

 

(3) 新設施設等及び既存施設の修繕等の施設整備において得られる副産物の扱い 

新設施設等及び既存施設の修繕等の施設整備に伴い副次的に得られる副産物（修繕対象設

備の被交換部品、付着物等）は、PFI事業者の責任と負担で適正処分すること。 

 

(4) 北部汚泥資源化センター敷地内関連事業等への協力 

本事業において管理運営業務を遂行するにあたり、PFI事業者は、北部汚泥資源化センタ

ーが主催する防災訓練等、敷地内で連携すべき事項について協力するものとする。また、市

が発注する委託、工事等において本施設が関連する事項に対して、PFI事業者は協力するも

のとする。 

 

(5) エネルギー管理に関する業務 

PFI事業者は、エネルギーの使用の合理化に関する法律(以下「省エネルギー法」とい

う。)において、横浜市環境創造局北部第二水再生センターの一部の事業場として特定事業

所に位置付けられるため、同水再生センター全体のエネルギー管理に協力すること。 

 

(6) 新規稼働施設等に伴う業務内容等の見直しについて 

事業期間中、北部汚泥資源化センター内で新規稼働施設若しくは他施設等において更新工

事が行なわれた場合、市とPFI事業者は、業務内容、事業スキーム、サービス購入料等の見

直しについて協議を行う。 

 

(7) ５号焼却炉の修繕 

５号焼却炉は平成１９年供用開始のため平成５１年３月には稼動３２年となる。そのた

め、稼動２０年程度となる平成３９年頃に長寿命化のための基幹的設備改良工事等を、市

が発注する予定である。その際、市とPFI事業者は改良工事の範囲について協議を行うも

のとする。なお、PFI事業者は工事等に際し協力をすること。 

PFI事業者は事業期間終了後1年以内に大規模修繕、不可抗力以外の不測の更新・修繕等

を要すことのない状態で施設を市に引き渡せるようにすること｡ 

 

(8) 契約期間終了時の取扱い 

市とPFI事業者は、事業期間終了５年前に、事業期間終了後の本施設等の取扱（引渡し時

の詳細条件及び事業期間終了後の燃料化物の有効利用方法を含む。）について、協議を開始
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する。 

また、PFI事業者は、事業終了期間1年前に、設備の劣化等の状況及び設備の保全のために

必要となる整備内容を報告し、市はその報告内容について確認を行う。そのうえで、PFI事

業者は、以下の条件を満たし、本施設を市に引き渡すこと。市は、本施設の引渡しを受ける

にあたり性能確認試験、機械電気建築設備の保全状態確認等を行うものとする。 

ア 本事業の対象とする全ての施設が要求水準書で提示した性能を発揮できる機能を有し、

事業終了後１年以内は大規模修繕、不可抗力以外の不測の更新・修繕等を要すことのな

い状態で、市に引き渡せるようにする｡ 

イ 本施設の引渡し後に、施設の運転管理業務に従事する者（以下「次期運営主体」とい

う。）が本要求水準書に記載の業務を行うにあたり支障がないよう、業務の引継ぎを行

うこと。引継ぎでは、本施設の取扱説明書（事業期間中に修正または更新があれば、修

正・更新後の物も含む。）など、以下に示す図書を含む本要求水準書及び事業契約書に

基づきPFI事業者が整備作成する図書を次期運営主体に提出すること。 

(ｱ) 現況図面 

(ｲ) 設備の保全にかかわる資料 

(ｳ) 修繕の実施状況にかかわる資料 

(ｴ) 設備劣化点検報告書 

(ｵ) 各種マニュアル（「第４-４．(1)シ」参照） 

ウ PFI事業者は、施設の運転管理業務に従事する次期運営主体に対し、施設の円滑な操業

に必要な機器の運転、管理及び取扱について、教育指導計画書に基づき、必要にして十

分な教育と指導を行うこと。なお、「教育指導計画書」、「取扱説明書」及び「手引き

書等の教材」等は、あらかじめPFI事業者が作成し、市の確認を受けることとする。 

エ 運転指導は、事業期間内（事業期間終了日から逆算して計画する）に実施すること。 

オ 運転指導員については、必要な資格、免許等の経歴を記載した名簿を作成し、本市に提

出し、確認を受けること。 

カ 建物の主要構造部等に、大きな破損がなく、良好な状態であること。ただし、継続使用

に支障のない程度の軽度な汚損・劣化（通常の経年変化によるものを含む。）を除く。 

 

(9) 管理運営に係る車両の駐車場について 

管理運営に係る車両の駐車場は、PFI事業者の責任と負担により確保するものとする。 
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７ 既存施設の概要 

(1) 施設概要 

(ｱ) 既設汚泥焼却炉４号炉 

項目 内容 

型式 三菱重工業株式会社製 流動焼却炉 

基数・能力 １５０ｔ／日×１基 

煙突仕様 構造：鋼板製架構式 

高さ：３０ｍ 

頂上口径：０．５８ｍ 

除 塵 設 備 セラミックフィルタ 

脱水汚泥ピット容量 ピットなし 

灰バンカ容量 有効容量４５ｍ3×２基 

(ｲ) 既設汚泥焼却炉５号炉 

項目 内容 

型式 三菱重工業株式会社製 循環型流動焼却炉 

基数・能力 ２００ｔ／日×１基 

煙突仕様 構造：鋼板製架構式 

高さ：３５ｍ 

口径：０．７５ｍ 

除 塵 設 備 セラミックフィルタ 

脱水汚泥ピット容量 脱水ケーキ４００ｍ3   外部受入ケーキ４００ｍ3 

灰ホッパ容量 有効容量５０ｍ3×２基 

 

(2) 点検修理機暦 

管理運営の対象となる既存施設、４号焼却炉及び５号焼却炉の点検修理機暦は、別紙６に

添付する。 
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第５ その他の事項 

 

１ モニタリング及びセルフモニタリング 

 

(1) モニタリング 

市は、別途定めるモニタリング基本計画に基づき、市の費用負担により、選定事業者が実

施する設計及び建設業務並びに管理運営業務が本要求水準に適合するものであるかのモニタ

リングを行う。選定事業者は、別途定めるモニタリング基本計画に基づき、おのずから作成

するモニタリング実施計画書に則り、市が実施するモニタリングに協力することとする。 

 

(2) セルフモニタリング 

選定事業者は、市が実施するモニタリングに活用されるセルフモニタリングを、おのずか

らの費用負担により実施すること。 

 

２ 保険に関する事項 

PFI事業者は、事業期間中、少なくとも以下に示す保険と同等以上の補償が得られる保険に

加入すること。なお、市が本事業・新設施設等に付保する保険はない。 

(1) 設計・建設期間 

ア 履行保証保険 

 ※契約保証金を現金等で納める場合は除く。 

イ 建設工事保険 

ウ 火災保険 

エ その他本事業者が提案する保険 

 

(2) 管理運営期間 

ア 第三者賠償責任保険 

イ その他本事業者が提案する保険 

 

３ 住民対応 

PFI事業者は、常に適切な事業運営を行うことにより、北部汚泥資源化センターにかかわる

事業が近隣住民の理解と信頼の向上に寄与するように努めること。 
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別紙１ 処理フローをはじめとする現有施設の図面 

１ 処理フロー 

 

 汚泥処理フロー  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 改良土製造フロー  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市北部汚泥資源化センター・横浜改良土センター 全体処理フロー 
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２ 現有施設 

 １号焼却炉  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現有施設の図面 
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 ２号焼却炉  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現有施設の図面 
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 ３号焼却炉  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現有施設の図面 
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 ４号焼却炉  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現有施設の図面 
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 ５号焼却炉  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現有施設の図面 
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 改良土プラント（解体対象）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現有施設の図面 
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 汚泥焼却灰搬出設備（既設活用）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現有施設の図面 
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 灰 輸 送 設 備  
（改良土プラントの位置が変更となるため参考とする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現有施設の図面 

現有施設の図面 
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別紙２ 現地条件 

１ 事業場所及び用地の現況 

 

案 内 図 

 

 

施 設 配 置 

北部汚泥資源化センター 

改良土プラント
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３ 既存土質調査 

 １号炉杭伏図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １号炉杭断面（土質柱状図）  
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 １・２号炉部 土質柱状図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４号炉部 土質柱状図  
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 ５号炉部 土質柱状図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



58 

 

４ ガス管配管図 

 



59 
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５ 都市計画条件 

 

項目 内容 

区域区分 市街化区域 

用途地域 工業専用地域 

建ぺい率 60％ 

容積率 200％ 

高度地区（最高限）  

防火・準防火地域 防火指定なし 
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別紙３ 設計・建設範囲 

１．事業範囲基本図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事業範囲本事業範囲外

受電設備 受変電

設備

開閉器 各管理棟

電力計

各 施 設

電力会社

電 気 設 備

本事業範囲本事業範囲外

流量計

各 施 設

水道局

上水及び排水

上水 生活排水

本事業範囲 本事業範囲外

市

本事業範囲本事業範囲外

排水層

各管理棟

各 施 設

市

熱交換機

ろ過水、処理水、汚水排水及び温水

市

流量計

Ｐ

Ｐ

温度計

熱

交換機

汚水排水

汚泥ピット棟

ろ過水槽

処理水

ろ過水 Ｐ

本事業範囲 本事業範囲外

処理水

ろ過水
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本事業範囲本事業範囲外

流量計

各 施 設

ガス会社

消化ガス、都市ガ及び雨水排水

雨水排水

本事業範囲外

市

消化ガス

都市ガス
都市ガス

消化ガス市

本事業範囲本事業範囲外

各 施 設

汚泥等の供給

流量計

汚泥ピット棟

汚泥ピット

本事業範囲 本事業範囲外

脱水汚泥

汚泥供給装置

(計量装置付)
1.2号炉200A

３号炉 300A

４号炉 350A

５号炉 500A
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２．責任分界点図 

（１）脱水ケーキ圧送ライン 
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（２）分離液脱水ケーキ圧送ライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 燃料化設備への分離液脱水ケーキ圧送ラインは新設の必

要があるため、責任分解点は既設と同様の考えとし、詳細

は市とＰＦＩ事業者が協議するものとする。 
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 別紙４ ユーティリティ等の条件 

別表4-1 ユーティリティ等の供給可能量 

項目 内容 摘要 

雑用水 

処理水：4,947ｍ3／日 

ろ過水：2,196ｍ3／日 

合 計：7,143ｍ3／日 

平成２５年度 

既存汚泥焼却炉の日最大使用量 

処理水：0,000ｍ3／日 

ろ過水：0,000ｍ3／日 

合 計：0,000ｍ3／日 

最大供給能力 

排 水 
7,9873ｍ3／日 平成25年度の日最大量 

0,000ｍ3／日 最大許容量 

消化ガス 20万Nm3／月 下図の実績より 

※雑用水・排水について、市の施設能力を越えて必要な場合は、事業者の責任・負担において、施

設の能力増強を行うこと。なお、供給に伴う費用は市の負担とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表4-2 ユーティリティ等の購入単価 

項目 単価 摘要 

雑用水（処理水）   10円／ｍ3  

雑用水（ろ過水） 33.2円／ｍ3  

消化ガス  40円／Nm3 有償、都市ガス相当 

電力 ---円／kWh 直接契約の条件による 

上水  ---円／ｍ3 同 上 

都市ガス ---円／Nm3 同 上 



66 

 

別表4-3 ユーティリティ取り合い条件 

種別 配管径等 
温度圧力等 

(設計条件より)
備  考 

雑用水（処理水） ******* ********  

雑用水（ろ過水） ******* *******  

消化ガス ---- ----  

電気 ---- ---- 直接契約の条件による 

上水 ---- ---- 同 上 

都市ガス ---- ---- 同 上 

  

  

別表4-4 燃料・改良土等の単価 ＜参考＞ 

項目 単価 摘要 

燃料化物 1,000円／ｔ 販売（南部汚泥資源化センター実績） 

焼却灰 9,500円／ｔ 購入（PFI事業者が横浜市より購入） 

改良土 3,000円／ｍ3 販売（PFI事業者が利用者に販売） 

 

 

 

別表4-5 消化ガスの成分実績 
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別紙５ 提出図書 

１ 建設及び設計段階における提出図書 

ア 要求性能確認計画書及び同報告書 

 提出書類 提出時期 

① 要求性能確認計画書 

設計着手時 

設計完了時 

建設工事着手前 

その他業務の進捗に応じた必要な時期 

② 要求性能確認報告書 随時 

イ 各種提出書類 

 提出書類 提出時期 

① 設計計画書 設計着手時 

② 設計図書 設計完了時 

③ 施工計画書 建設工事着手前 

④ 工事監理計画書 建設工事着手前 

⑤ 工事監理報告書 建設工事中（月報） 

⑥ 出来高報告書 各事業年度終了時 

⑦ 試運転計画書及び性能試験計画書 各試験着手前 

⑧ 試運転報告書及び性能試験報告書 各試験完了時 

⑨ 完成図書 建設工事完了時 

⑩ その他市が必要とする書類 随時 

 

２ 管理運営段階における提出図書一覧 

 提出書類 提出時期 

① 管理運営業務実施計画書 管理運営期間開始60日前まで 

② 月間管理運営業務実施計画書 前月25日まで 

③ 年間管理運営業務実施計画書 翌事業年度開始30日前まで 

④ 業務報告書（日報） 翌朝まで 

⑤ 業務報告書（月報） 翌月10日まで 

⑥ 業務報告書（年報） 翌事業年度開始30日後まで 

⑦ 年間施設管理運営状況報告書 翌事業年度開始30日後まで 

⑧ 

会社法上要求される計算書類、事業報

告、附属明細書、監査報告、会計監査

報告及びキャッシュフロー計算書 

翌事年度開始後３か月後まで 

⑨ その他市が必要とする書類 随時 
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別紙６ 点検修理機暦 
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